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１．16 年９月中間期の連結業績（平成 16 年４月１日～平成 16 年９月30 日） 
(1)連結経営成績                    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高      営業利益  経常利益  

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 

381,790 
357,335 

％ 

  6.8 
△ 5.7 

百万円 

16,994 
23,882 

％ 

△28.8 
△10.4 

百万円 

13,530 
19,486 

％ 

△30.6 
△13.0 

16 年３月期  846,705  59,725  49,638  
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 

8,181 
3,949 

％ 

107.2 
△68.8 

円  銭 

2,916  69 
1,407  86 

円 銭 

― 
― 

16 年３月期 26,956         9,578  34 ― 
(注）①持分法投資損益     16 年９月中間期 △102 百万円   15 年９月中間期 △116 百万円  16 年３月期 △195 百万円 
  ②期中平均株式数（連結）16年９月中間期 2,805,000 株 15 年９月中間期 2,805,000 株  16 年３月期 2,805,000 株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 

1,000,746 
1,034,363 

百万円 

  464,607 
  438,330 

％ 

46.4 
42.4 

円 銭 

165,635 42 
156,267  45 

16 年３月期 1,065,549   458,846 43.1 163,549  89 

（注）期末発行済株式数（連結）16年９月中間期 2,805,000 株  15 年９月中間期 2,805,000 株  16 年３月期 2,805,000 株 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 

101,288 
 74,755 

百万円 

△  26,337 
△  67,614 

百万円 

△  35,768 
△  50,729 

百万円 

109,036 
47,923 

16 年３月期 178,926 △ 134,882 △ 66,295 69,135 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数    43 社  持分法適用非連結子会社数   － 社  持分法適用関連会社数    ２社 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)  1 社   (除外)  － 社    持分法 (新規)  － 社   (除外)  － 社 

 
２．17 年３月期の連結業績予想（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通  期 

百万円 

830,000 
百万円 

26,000 
百万円 

16,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    5,704 円 10 銭 

上記の予想は、当社グループが現時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいた見込みであり、実際の業績は今
後様々な要因によって当社グループの見込みと異なるかもしれないことをご承知おきください。業績予想等に関する事項に
ついては、添付資料の 13～14 ページをご覧ください。 



 
 

 

 
 
 

平 成 1６ 年 11 月 ２ 日 
株式会社  ＮＴＴデータ 

 
 

平成 1７年 3 月期  中間連結決算概要  
 自 平成 16年 4 月 1 日 

 至 平成 16年 9 月30 日 
１．連 結 業 績 

(1) 損 益 状 況 
（単位：億円） 

区 分 当 中 間 期 前年中間期 増 減 額 増減率(％) 

売 上 高 ＜１．１６＞ ３，８１７ ＜１．１２＞ ３，５７３ ２４４ ６．８ 

売 上 原 価  ２，９０９  ２，６０４ ３０５ １１．７ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ７３８  ７３０ ７ １．１ 

営 業 利 益 ＜１．１１＞ １６９ ＜１．０８＞ ２３８ △  ６８ △ ２８．８ 

営 業 外 損 益  △     ３４  △     ４３ ９ ２１．２ 

経 常 利 益 ＜１．１０＞ １３５ ＜１．０７＞ １９４ △  ５９ △ ３０．６ 

特 別 損 益  －  △   １２４  １２４ － 

税金等調整前中間純利益 ＜１．１０＞ １３５ ＜１．１１＞ ７０ ６５ ９２．９ 

法 人 税 等  ５３  ３０ ２２ ７４．６ 

中 間 純 利 益 ＜０．９５＞ ８１ ＜０．８６＞ ３９ ４２ １０７．２ 

（注１） 記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しております。（以下同じ） 
（注２） 表中の＜ ＞内は、連単倍率を表示しております。 
（注３） 法人税等には、法人税等調整額及び少数株主損益を含めて表示しております。 
（注４） 連結子会社 ４３社（新規 １社、除外 －社）、持分法適用会社 ２社（新規 －社、除外 －社） 
 
(2) セグメント情報 

（単位：億円） 

区 分 当 中 間 期 前年中間期 増 減 額 増減率(％) 

ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ事業 （７２．９） ３，０４８ （７１．９） ２，８０６ ２４１ ８．６ 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業 （ ６．７） ２８１ （ ７．４） ２８９ △   ７ △  ２．６ 

そ の 他 の 事 業 （２０．４） ８５１ （２０．７） ８０７ ４３ ５．４ 

売
上
高 

消 去 又 は 全 社  △   ３６２  △   ３２９ △  ３３ △ １０．０ 

合 計  ３，８１７  ３，５７３ ２４４ ６．８ 

ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ事業 ＜ ７．２＞ ２１９ ＜ ９．７＞ ２７２ △  ５３ △ １９．５ 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業 ＜ ０．７＞ ２ ＜ １．５＞ ４ △   ２ △ ５１．７ 

そ の 他 の 事 業 ＜ ３．８＞ ３２ ＜ ４．９＞ ３９ △   ６ △ １７．４ 

営
業
利
益 

消 去 又 は 全 社  △     ８４  △     ７７ △   ６ △  ８．６ 

合 計  １６９  ２３８ △  ６８ △ ２８．８ 

（注１） 売上高の（ ）は、売上高合計に対する構成比を表示しております。 
（注２） 営業利益の＜ ＞は、各セグメントの営業利益率を表示しております。 



 
 

 

(3) 受注高・受注残高 
 （単位：億円） 

当 中 間 期 前年中間期 
区 分 

受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事業 ２，４８９ １３，９８９ ３，５２１ １５，８４４ 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ事業 － － － － 

そ の 他 の 事 業 ９６７ ５８３ ９３３ ６４３ 

合 計 ３，４５７ １４，５７３ ４，４５４ １６，４８８ 

（注１） ＡＮＳＥＲ、ＣＡＦＩＳなど利用量に見合う料金をいただくサービスについては、受注高に含めておりません。 
（注２） 金額には消費税等を含んでおりません。 
 
(4) 設 備 投 資 等 
 
・固定資産投資 （単位：億円） 

区 分 当 中 間 期 前年中間期 増 減 額 増減率(％) 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ 事業  ３９６  ５５７ △  １６０ △ ２８．９ 

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ事業  ３９  ３３ ６ １９．０ 

そ の 他 の 事 業  ５３  ７７ △   ２３ △ ３０．９ 

消 去 又 は 全 社  ０  ０ △    ０ △ ４８．４ 

合 計  ４９０  ６６８ △  １７８ △ ２６．７ 

・出 資 （単位：億円）

出 資 金  ２０  １９ ０ ５．０ 

・ﾌﾘｰ ･ｷｬｯｼｭ ･ﾌﾛｰ （単位：億円）

ﾌ ﾘ ｰ ･ ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ ７４９ ７１ ６７８ ９４９．７ 

 
(5) 財 政 状 況  

 （単位：億円） 

区 分 当中間期末 前 期 末 増 減 額 増減率(％) 

資 産  １０，００７  １０，６５５ △  ６４８ △  ６．１ 

負 債  ５，２９５  ６，００３ △  ７０７ △ １１．８ 

 (再)  有 利 子 負 債  ２，８４１  ３，１７０ △  ３２８ △ １０．４ 

少 数 株 主 持 分  ６６  ６３ ２ ３．５ 

資 本  ４，６４６  ４，５８８ ５７ １．３ 

 
２．通期業績予想 

 （単位：億円） 

区 分 
当 期 

自 平成1６年4月 1 日 
至 平成1７年3月31日 

前 期 
自 平成1５年4月 1 日 
至 平成1６年3月31日 

増 減 額 増減率(％) 

売 上 高 ＜1．15＞ ８，３００ ＜1．13＞ ８，４６７ △  １６７ △  ２．０ 

営 業 利 益 ＜1．25＞ ３５０ ＜1．17＞ ５９７ △  ２４７ △ ４１．４ 

経 常 利 益 ＜1．30＞ ２６０ ＜1．23＞ ４９６ △  ２３６ △ ４７．６ 

当 期 純 利 益 ＜1．14＞ １６０ ＜1．16＞ ２６９ △  １０９ △ ４０．６ 

（注１） 表中の＜ ＞内は、連単倍率を表示しております。 
（注２） 本資料に含まれる将来の予想に関する記載は、現時点における情報に基づき判断したものであり、今後、日本経済や

情報サ－ビス業界の動向、新たなサ－ビスや技術の進展により変動することがあり得ます。従って、当社グループと
して、その確実性を保証するものではありません。 
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[添付資料] 

 

１．企業集団の状況         

 
 当社グループは、当社、親会社、子会社75社、関連会社22社で構成され、システムインテグレーション、ネットワーク

システムサービス、その他、の３つを主な事業として営んでおります。 

 各事業の内容、関係会社の主な位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりです。 

 

（システムインテグレーション事業） 

 当事業においては、お客様の個別ニーズに合わせて、データ通信システムを開発し、その販売、賃貸、サービスの提供

等を行っております。なお、本事業の一部を関係会社が分担しております。 

 

【主な関係会社】 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムズ エヌ・ティ・ティ・データ・システム技術㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムサービス ㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ東海 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ九州 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ東北 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ北海道 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ信越 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ北陸 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ中国 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ四国 
エヌ・ティ・ティ・データ・テクノロジ㈱ エヌ・ティ・ティ・データ・クリエイション㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ・フィット㈱ エヌ・ティ・ティ・データ・フォース㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ・ネッツ㈱ エヌ・ティ・ティ・データ・ソリューション㈱ 
エヌ・ティ・ティ・データ先端技術㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・サイエンス 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システム ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ウェーブ 日本カードプロセシング㈱ 
㈲エスエヌティ・ソフトウェア ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア 
北京恩梯梯数据系統集成有限公司 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アイテック 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ビジネスブレインズ Ｍ．Ｉ．Ｓ．Ｉ．Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 
ＭＩＳＩＣＯＭ，Ｉｎｃ． エヌ・ティ・ティ・データ・ソフィア㈱ 

                                                  他 22社 

 

（ネットワークシステムサービス事業） 

 当事業においては、市場のニーズに合わせて、インターネットに代表されるコンピュータネットワークを基盤として、

種々の情報提供、情報処理等のサービスの提供を行っております。なお、本事業の一部を関係会社が分担しております。 

 

 【主な関係会社】 
エヌ・ティ・ティ・データ・フィナンシャル㈱ ㈱エヌ・ティ・ティ メディアクロス 

                                                   他 15社 

 

（その他の事業） 

 当事業においては、お客様の経営上の問題点に係る調査及び分析、データ通信システムの在り方に係る企画及び提案、

メンテナンス及びファシリティマネジメント等を行っております。なお、本事業の一部を関係会社が分担しております。 

 

 【主な関係会社】 
エヌ・ティ・ティ・データ東京エス・エム・エス㈱    エヌ・ティ・ティ・データ・カスタマサービス㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 エヌ・ティ・ティ・データ・マネジメント・サービス㈱ 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・スリーシー ㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ユニバーシティ 
ＮＴＴ ＤＡＴＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Ｌ．Ｌ．Ｃ． ＮＴＴ ＤＡＴＡ ＵＳＡ Ｌ．Ｌ．Ｃ． 
恩梯梯数据(中国)有限公司 ＮＴＴ ＤＡＴＡ ＡｇｉｌｅＮｅｔ Ｌ．Ｌ．Ｃ． 
ジャパンネットワークシステム㈱  

                                                  他 15社 

 
 以上述べた事項を事業系統図によって示すと概ね次のとおりであります。
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その他の事業 お  客  様 

（注）１．○は、連結子会社です。 
   ２．NTT DATA USA L.L.C.、NTT DATA AgileNet L.L.C.、M.I.S.I.Co.,Ltd.については、NTT DATA 

INTERNATIONAL L.L.C.の100%出資子会社、恩梯梯数据三洋系統集成（上海）有限公司について
は、㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システムの 100%出資子会社、㈱北京エヌ・ティ・ティ・デー
タ・ジャパンについては、北京恩梯梯数据系統集成有限公司の 100％出資子会社、関西データサイエ
ンス㈱については、㈱エヌ･ティ･ティ･データ･サイエンスの 95%出資子会社、Itec Korea Inc.につい
ては、㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アイテックの 100%出資子会社、MISICOM,Inc.については、
M.I.S.I.Co.,Ltd.の100%出資子会社です。 

   ３．●は、関連会社で、持分法適用会社です。 

凡例：図中の               は、それぞれ次の事業別セグメントを示しています。 
システムインテグレーション事業 
ネットワークシステムサービス事業 
その他の事業 

【 シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン 事 業 】  
【そ  の  他  の  事  業】  

○エヌ･ティ･ティ･データ･フィナンシャル㈱ 

㈱ソリッド・エクスチェンジ 

㈱イーボス・ジャパン 

㈱リアライズ 

カジュアルコミュニケーションズ㈱ 
㈱エヌ･ティ･ティ･データ･ビリングサービス 

㈱エヌ･ティ･ティ･データ･キュビット 

 トランスファーネット㈱ 

●㈱エヌ･ティ･ティ メディアクロス 

○㈱エヌ･ティ･ティ･データ･スリーシー 

㈱エヌ・ティ・ティ・データ・コンテンツプランニング 

㈱エヌ･ティ･ティ･データ･ライフスケープマーケティング 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・イー・エックス・テクノ 

日本リスクマネジメント㈱ 

㈱シティチャネル 

㈱エヌ･ティ･ティ･データ･コミュニティ・プロデュース 
㈱エバーグリーン・デジタル・コンテンツ 

いなぎ図書館サービス㈱ 

㈱エヌ･ティ･ティ･データ･インフォブリオ･セキュリティコンサルティング 

●ジャパンネットワークシステム㈱ 

○㈱エヌ･ティ･ティ･データ・システムズ 
○エヌ･ティ･ティ･データ･フォース㈱ 
○㈱エヌ･ティ･ティ･データ･サイエンス 
○㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システム 
○㈱エヌ･ティ･ティ･データ･イントラマート 
○㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ウェーブ 
○日本カードプロセシング㈱ 
○㈲エスエヌティ・ソフトウェア 
○㈱エヌ・ティ・ティ・データ・アイテック 
○㈱エヌ・ティ・ティ・データ・ビジネスブレインズ 
○M.I.S.I.Co.,Ltd. 
○MISICOM,Inc. 
○エヌ・ティ・ティ・データ・ソフィア㈱ 
㈱ビジネス・インフィニティ 
エヌ･ティ･ティ･データ･セキュリティ㈱ 
㈱エクスパイラル 
㈱エヌ･ティ･ティ･データ･ナレッジ 
㈱エヌ･ティ･ティ･データ･テクノマーク 
㈱エヌ･ティ･ティ･データ･ポケット 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムデザイン

Itec Korea Inc. 
恩梯梯数据三洋系統集成（上海）有限公司 
㈱データサイエンス・モデルシステムズ 
関西データサイエンス㈱ 
 ㈱北京エヌ・ティ・ティ・データ・ジャパン 

主に地域向け 
システムインテグレーション事業 

主に首都圏等向け 
システムインテグレーション事業 

デ ー タ 通 信 シ ス テ ム に 関 連 す る 各 種 サ ー ビ ス 等

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ東海 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ九州 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ東北 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ北海道 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ信越 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ北陸 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ中国 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ四国 

【ネットワークシステムサービス事業】

システム運用・保全等 総務･経理 
業務代行等 

調査・コンサルティング 助言・支援等 システム設計・開発 

○エヌ･ティ･ティ･データ･システム技術㈱ 

○㈱エヌ･ティ･ティ・データ・システムサービス 

○エヌ･ティ･ティ･データ･テクノロジ㈱ 
○エヌ･ティ･ティ･データ･クリエイション㈱ 

○エヌ･ティ･ティ･データ･フィット㈱ 

○エヌ･ティ･ティ･データ･ネッツ㈱ 

○エヌ･ティ･ティ･データ･ソリューション㈱ 
○エヌ･ティ･ティ･データ先端技術㈱ 

○㈱エヌ・ティ・ティ・データ・フロンティア 

○北京恩梯梯数据系統集成有限公司 

UniSQL Inc. 
㈱エヌ・ティ・ティ・データ・クイック 

○エヌ･ティ･ティ･データ東京エス･エム･エス㈱  

○エヌ･ティ･ティ･データ･カスタマサービス㈱ 

○NTT DATA USA L.L.C. 

○エヌ･ティ･ティ･データ･マネジメント･サービス㈱ 

○㈱エヌ･ティ･ティ･データ･ユニバーシティ 

○NTT DATA INTERNATIONAL L.L.C. 

㈱エヌ･ティ･ティ･データ･ピー･エム･オー 

○㈱エヌ･ティ･ティ･データ経営研究所 

○恩梯梯数据(中国)有限公司 
○NTT DATA AgileNet L.L.C. 

 ㈱社会情報クリエイト 

【親会社】日本電信電話㈱ 

当  社 
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関係会社の状況 

名          称 住 所 
資本金 
又は 
出資金 

主   要   な 
事 業 の 内 容          

議 決 権 の      
所 有 又 は      
被所有割合 

関  係  内  容 摘要 

（親会社） 
日 本 電 信 電 話 ㈱ 

東京都 
千代田区 

百万円

937,950 

基盤的研究開発及び
同社グループ会社へ
の助言、あっせん等 

％ 
被所有 
54.2 

当社は同社と基盤的研究開発
及びグループ経営運営の役務
に係る取り引きがあります。 
役員の兼任：0名 

 

（連結子会社） 
㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ  ゙

東京都 
品川区 

百万円 

800 システム販売 
所有 
 
75.0 

当社からシステム販売を委託
しています。 
役員の兼任：2名 

 

 
ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ｼｽﾃﾑ技術㈱ 東京都 

中央区 

百万円 

200 システム設計・開発 
所有 
 
75.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：2名 

 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ 東京都 
武蔵野市 

百万円 

 200 〃 
所有 
 
65.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 関 西  大阪市 
北区 

百万円 

400 
システム設計・開
発・販売 

所有 
 
99.7 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 東 海  名古屋市 
中区 

百万円 

200 〃 
所有 
 
99.8 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 九 州  福岡市 
博多区 

百万円 

114 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 東 北  仙台市 
宮城野区 

百万円 

105 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 北 海道 札幌市 
中央区 

百万円 

100 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 信 越  長野県 
長野市 

百万円 

100 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 北 陸  石川県 
金沢市 

百万円 

100 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 中 国  広島市 
南区 

百万円 

100 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ 四 国  愛媛県 
松山市 

百万円 

100 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ﾃ ｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ㈱ 東京都 
港区 

百万円 

100 システム設計・開発 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ東京ｴｽ･ｴﾑ･ｴｽ㈱ 東京都 
中央区 

百万円 

100 システム運用 
所有 
 
100.0 

当社にシステム運用サービス
を提供しています。 
役員の兼任：1名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｸ ﾘ ｴ ｲ ｼ ｮ ﾝ㈱ 東京都 
千代田区 

百万円 

100 システム設計・開発 
所有 
 
80.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ｶｽﾀﾏｻｰﾋﾞｽ㈱ 東京都 
中央区 

百万円 

2,000 システム運用・保守 
所有 
 
100.0 

当社にシステム保守サービス
を提供しています。 
役員の兼任：1名 

 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ経営研究所  東京都 
渋谷区 

百万円 

450 コンサルティング 
所有 
 
100.0 

当社にコンサルティングサー
ビスを提供しています。 
役員の兼任：4名 
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名          称 住 所 
資本金 
又は 
出資金 

主   要   な 
事 業 の 内 容          

議 決 権 の      
所 有 又 は      
被所有割合 

関  係  内  容 
 
摘要 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ﾌ ｨ ｯ ﾄ ㈱ 東京都 
千代田区 

百万円 

300 システム設計・開発 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ﾌ ｫ ｰ ｽ ㈱ 
横浜市 
港北区 

百万円 

285 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：2名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ﾈ ｯ ﾂ ㈱ 
東京都 
港区 

百万円 

250 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ㈱ 
東京都 
千代田区 

百万円 

200 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：0名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ先端技術㈱ 東京都 
中央区 

百万円 

200 〃 
所有 
 
100.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ﾌ ｨ ﾅ ﾝ ｼ ｬ ﾙ㈱ 東京都 
中央区 

百万円 

200 金融情報提供 
所有 
 
 74.0 

当社からデータ通信サービス
を提供しています。 
役員の兼任：2名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｻ ｲ ｴ ﾝ ｽ 東京都 
品川区 

百万円 

130 システム設計・開発 
所有 
 
 68.6 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：2名 

 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ㈱ 東京都 
江東区 

百万円 

100 総務業務代行 
所有 
 
100.0 

当社に総務業務代行サービス
を提供しています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ｴﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ三洋ｼｽ ﾃ ﾑ 大阪府 
守口市 

百万円 

586 システム設計・開発 
所有 
 
 50.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：3名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｽ ﾘ ｰ ｼ ｰ 東京都 
新宿区 

百万円 

270 
コンタクトセンター
事業 

所有 
70.0 
（10.0） 

当社にコンタクトセンターサ
ービスを提供しています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ﾕﾆﾊﾞｰｼﾃｨ 東京都 
目黒区 

百万円 

120 教育・研修サービス 
所有 
 
100.0 

当社に教育・研修サービスを提
供しています。 
役員の兼任：1名 

 

㈱ｴﾇ･ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｲ ﾝ ﾄ ﾗ ﾏ ｰ ﾄ 東京都 
港区 

百万円 

120 
パッケージソフト 
販売 

所有 
 
74.5 

当社にパッケージソフトを提
供しています。 
役員の兼任：1名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｳ ｪ ｰ ﾌ ﾞ 東京都 
渋谷区 

百万円 

100 システム設計・開発 
所有 
 
80.1 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

日 本 ｶ ｰ ﾄ ﾞ ﾌ ﾟ ﾛ ｾ ｼ ﾝ ｸ ﾞ ㈱ 東京都 
中央区 

百万円 

2,675 
クレジットカード業務に
係る各種サービス提供 

所有 
 
71.5 

当社からシステム開発サービ
スを提供しています。 
役員の兼任：1名 

 

㈲ ｴ ｽ ｴ ﾇ ﾃ ｨ ･ ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 東京都 
中央区 

百万円 

3 
クレジットカード業務ソ
フトウェアのライセンス
提供 

所有 
0.0 
（0.0） 

日本ｶｰﾄﾞﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞ㈱にｿﾌﾄｳｪｱ
のﾗｲｾﾝｽ提供をしています。 
役員の兼任：0名 

※1 

NTT DATA INTERNATIONAL L.L.C. ｱﾒﾘｶ 
ﾆｭｰﾖｰｸ 

千米ドル 

17,110 総務・経理業務代行 
所有 
 
100.0 

当社の米国事業子会社を統括
しています。 
役員の兼任：3名 

 

N T T  D A T A  U S A  L . L . C .  ｱﾒﾘｶ 
ﾆｭー ｼ゙ ｬー ｼ゙  ー

千米ドル 

10,491 
ファシリティ・マネ
ジメント 

所有 
100.0 
（100.0） 

当社旧米国支店の事業を継続
しています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ﾌ ﾛ ﾝ ﾃ ｨ ｱ 東京都 
港区 

百万円 

280 システム設計・開発 
所有 
 
52.5 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

恩梯梯数据 ( 中国 ) 有限公司 中国 
北京市 

千米ドル 

1,500 市場調査・製品販売 
所有 
 
100.0 

当社から市場調査を業務委託
しています。 
役員の兼任：1名 
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名          称 住 所 
資本金 
又は 
出資金 

主   要   な 
事 業 の 内 容          

議 決 権 の      
所 有 又 は      
被所有割合 

関  係  内  容 摘要 

北京恩梯梯数据系統集成有限公司 中国 
北京市 

千人民元 

12,277 ソフトウェア開発 
所有 
 
83.1 

当社からソフトウェア開発を
委託しております。 
役員の兼任：3名 

 

NTT DATA AgileNet L.L.C. ｱﾒﾘｶ 
ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ 

千米ドル 

850 調査・提携支援 
所有 
100.0 
(100.0) 

当社に調査・提携サポートサー
ビスを提供しています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｱ ｲ ﾃ ｯ ｸ 千葉市 
美浜区 

百万円 

90 
ソフトウェア開発・
保守 

所有 
 
60.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾞﾚｲﾝｽﾞ 東京都 
港区 

百万円 

70 システム設計・開発 
所有 
 
 70.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：1名 

 

M . I . S . I . C o . , L t d . ｱﾒﾘｶ 
ﾆｭｰﾖｰｸ 

千米ドル 

356 
人材派遣・紹介 
システム設計・開発 

所有 
100.0 
(100.0) 

当社顧客にＩＴ人材派遣サー
ビスを提供しています。 
役員の兼任：1名 

 

M I S I C O M ,  I n c . ｱﾒﾘｶ 
ﾆｭｰﾖｰｸ 

千米ドル 

20 人材派遣 
所有 
100.0 
(100.0) 

関係会社にＩＴ人材派遣サー
ビスを提供しています。 
役員の兼任：1名 

 

ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ﾞ ｰ ﾀ ･ ｿ ﾌ ｨ ｱ ㈱ 東京都 
千代田区 

百万円 

80 システム設計・開発 所有 
95.0 

当社にＳＥサービスを提供し
ています。 
役員の兼任：2名 

※2 

（持分法適用関連会社） 
ｼ ﾞ ｬ ﾊ ﾟ ﾝ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ㈱ 

東京都 
品川区 

百万円 

1,375 システム販売 
所有 
 
31.1 

当社からＳＥサービスを提供
しています。 
役員の兼任：0名 

 

㈱ ｴ ﾇ ･ ﾃ ｨ ･ ﾃ ｨ  ﾒ ﾃ ﾞ ｨ ｱ ｸ ﾛ ｽ 東京都 
港区 

百万円 

100 
デジタル放送に関す
るプラットフォーム
サービスの提供 

所有 
 
30.0 

当社からシステム開発サービ
スを提供しています。 
役員の兼任：0名 

 

(注) １．特定子会社はありません。 

２．※1の会社は、支配力基準の適用により実質的に支配していると認められたため連結子会社としております。 

３．※2の会社は、当中間連結会計期間より新たに連結した会社であります。 

４．議決権所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 
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２．経 営 方 針 

 

 

(1) 経営の基本方針 

 当社グループは、常に時代の先を読み、市場環境の変化、お客様のニーズ、最新の技術動向に迅速・

的確に対応し、お客様の価値を高めるためさまざまな情報サービスを提供することにより、豊かな社

会を創造することが使命であると考えております。こうした考え方のもと、利益重視の経営を徹底し

収益力の向上を図るとともに、継続的な成長を実現すべく安定して利益創出できる企業体質の確立を

目指し、経営にあたっております。 

 
(2) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、効率的な事業運営による収益力の向上及び財務体質の強化を通じて、企業価値の増大を図

るとともに、適正な利益配分を行うことを基本方針としております。 

 配当については、安定的な配当の継続を基本に、内部資金の確保に留意しつつ、業績動向、財務状

況、配当性向等を総合的に勘案して実施してまいりたいと考えております。 

 内部留保資金については、新規事業への投資、技術開発及び設備投資等に充当することにより、今

後とも継続的かつ安定的な成長の維持に努めてまいります。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

 企業や社会の発展に戦略的なＩＴ投資が不可欠であることから、情報サービス産業においては、中

期的にはマーケットが伸長すると考えておりますが、お客様による価格低減、納期短縮の要求が一段

と強まるとともに、競合他社については、ハードウェアベンダがソフトビジネスへ主軸を移してくる

など、競争は一層激化しており、当社グループの事業環境は厳しさが続くものと予想されます。 

 このような厳しい事業環境ではありますが、お客様本位の取組を徹底することにより、「カスタマ

ーバリューを向上させるシステム・サービスの提供」に全力をあげて取り組んでまいります。 

 これを実現するため、「営業力強化」、「ＳＩ競争力強化」、「積極的な新商品・サービスの創造」、「販

売管理費の効率的な活用」、「人財が育つ環境づくり」の５つを重点経営方針として、基礎体力の向上

を図り、それに加えて更なる成長に向けた諸施策等を展開することにより、事業の発展及び当社グル

ープの企業価値拡大に向け、取り組む所存であります。 

 

 具体的には次の取組を行ってまいります。 

〔基礎体力の向上に向けた取組〕 

①「営業力強化」については、「営業プロセスの改善」や「営業人材の育成」などを通じて基礎的

な営業力の向上に努めると共に、重点分野への営業要員の増員などにより、新規顧客の開拓や

ビジネスの拡大に取り組んでまいります。 

②「ＳＩ競争力強化」については、「プロセスの改善・安定化」や「業務ノウハウの蓄積」などに

より、原価率の低減・コスト競争力の向上を図ると共に、先進的な「方式・プラットフォーム

技術の整備」に取り組んでまいります。 

③「積極的な新商品・サービスの創造」については、平成16年４月に新設したビジネスイノベー

ション本部を中心に、顧客ニーズを先取りした、新商品・サービスの創造や新規ビジネスの立

ち上げを図ってまいります。 

④「販売管理費の効率的な活用」については、業務の見直し・効率化を通じて、定常的な費用の

削減を推進していくとともに、ビジネスの拡大に向けた施策経費を有効に活用してまいります。 

⑤「人財が育つ環境づくり」については、当社の最大の財産は人材であるとの基本認識のもと、

社員一人ひとりが十分なキャリア形成を図る仕組の構築等に取り組んでまいります。 
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〔成長施策への取組〕 

①法人分野等における営業・開発パワーの増強 

 法人分野の顧客基盤拡大のための経験者採用による要員拡充等を行います。 

②先進的ソリューションサービスの開発 

 ユビキタス、モバイル、Ｗｅｂサービスなどの新技術を活用しつつ、ＩＴ利用による新たな

バリューチェーンの構築、利便性の向上とコスト削減を可能にする共同利用型システムの提供

等を積極的に行います。 

③次世代基幹システム構築基盤の開発・整備 

 オープン系技術により基幹システムを構築する市場は今後拡大すると予想されることから、

当社の大規模ミッションクリティカルシステム構築の経験を生かしたオープン系システム構築

基盤の開発・整備を行います。 

 

 また、「Insight for the New Paradigm－未来のしくみを、ＩＴでつくる。」をコミュニケーショ

ンワードとして掲げ、積極的に事業展開してまいります。 

 

(4) 目標とする経営指標 

 当社グループは、成長性、収益性、株主価値及び資本効率の向上を図る観点から売上高、営業利

益、ＲＯＥ、フリー・キャッシュ・フローを経営指標としております。投下資本の収益性及び、投

資効率の改善に努めており、平成 19年３月期は、売上高１兆円、営業利益 750 億円、ＲＯＥ８％、

フリー・キャッシュ・フロー100 億円を目標としてまいります。 

 

(5) 対処すべき課題 

 当社グループは、これまで中央省庁、金融機関等をお客様とする社会基盤的なシステムを中心に

事業を展開してまいりました。その結果、当社グループの売上は、特定の大規模システムに依存し、

公共分野、金融分野の占める割合が高くなっております。しかし、ダウンサイジングの影響等によ

り価格が低下傾向にあり、一部システムの売上は減少すると見ております。今後は、更なる成長に

向け、ＩＴ市場の拡大に伴い市場の広がりが期待できる法人分野の顧客基盤を拡大し、事業構造の

転換を図ってまいります。  

 
(6) 関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針 

 当社の発行済株式数 54.2％を所有する親会社である日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ」という。）

とは、相互に自主・自律性を十分に尊重しつつ、綿密な連携を保ち、持続的な成長、発展を図り、業

績の向上に努めてまいります。 

 なお、ＮＴＴと当社を含むＮＴＴグループ企業の間で、ＮＴＴが行う基盤的研究開発の成果の使用

権を得るための契約、及び、相互の自主・自律性を尊重しつつ、ＮＴＴグループ全体の利益の最大化

を通じて、グループ各社の利益を最大化することを目的としたグループ経営にかかわる契約、を引き

続き締結し、当社の発展をはかります。 
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(7) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 当社は企業価値の最大化を図るため、より効率性・透明性の高い経営を実現し、健全な企業経営の

維持を促していくことが最重要課題と認識しております。そのために従来より継続的にコーポレー

ト・ガバナンスの強化に努めております。 

 

①会社の機関の内容 

 当社は監査役会設置会社であり、会社の機関として商法に定められる株主総会、取締役会及び監

査役会を設置しております。そのほかに経営会議を設置し、業務執行における意思決定の迅速化に

努めております。 

 取締役会は、社外取締役１名（親会社であるＮＴＴの従業員）を含む全取締役24名で構成され、

毎月１回の定期開催と必要に応じた臨時開催により、法令で定められた事項や経営に関する重要な

事項、などの意思決定及び監督を行っております。なお、社外取締役１名は、商法に定められてい

る社外取締役の要件を満たしております。  

 監査役会は、社外監査役３名を含む、４名で構成され、原則毎月１回の開催により、監査の方針・

計画・方法、その他監査に関する重要な事項についての意思決定を行っております。各監査役は取

締役会等重要な会議に出席するほか、業務執行状況の監視・監査を適宜実施しており、それを支援

する専任組織（監査役室）を設置しております。  

 経営会議は、社長、副社長及びその他関連する重要な組織の長等をもって構成され、原則毎週１

回の開催により、事業運営に関する円滑かつ迅速な意思決定及び監督を行っております。  

 当社の業務執行の体制、経営監視及び内部統制の仕組は下図のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当中間期の各機関における実施状況は以下のとおりであります。 

 株主総会につきましては、平成16年６月24日に第16回定時株主総会を開催いたしました。営業報

告書をはじめとする計算書類についての報告を行うとともに、決議事項についても十分にご審議い

ただき、すべて承認可決されました。 

 取締役会につきましては、十分な審議のもと、計９回を開催いたしました。 

 監査役会につきましては、17回開催し、監査の十全を期しました。 

 経営会議につきましては、十分な審議のもと、計22回を開催いたしました。 

会計監査人 

会計監査 
選任・解任 

株主総会 

取締役会 監査役会 

代表取締役社長 

経営会議 

事業本部等 

            

取締役の選任・解任 監査役の選任・解任 

選任・監督 

権限委任 

権限委任 

考査室 
本社 
スタッフ 

内部監査

監査 

内部監査
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 当社は、今後も取締役・監査役自身がコーポレート・ガバナンスに関する最新動向の把握等に努

め、取締役会・監査役会の一層の活性化をするなど、ガバナンス体制の整備を進め、経営の強化に

努めてまいります。 

 

②内部統制システムの整備の状況 

 当社では信頼される企業グループを目指し、法令遵守を含む、役員及び社員の行動指針として、

「ＮＴＴデータグループ倫理綱領」を制定し、企業倫理の確立による健全な事業活動に向け取り組

んでおります。 

 また業務運営を適正かつ効率的に遂行するために会社業務の意思決定及び業務実施に関する各

種社内規程を定める等により、職務権限の明確化と適切な牽制が機能する体制を整備しております。 

 内部監査機能としては考査室を設置し、業務執行から独立した立場で各事業本部等の事業運営活

動が法令、社内規程ならびに会社の経営方針や計画に沿って行われているかを検証し、各事業本部

等に具体的な助言・勧告を行うことにより、会社の健全性の保持に努めております。 

 内部監査は経営会議において年間計画が審議された上で実施され、その結果は年２回経営会議に

報告され、実施状況・結果を経営者が定期的に把握するとともに、適宜対象部門の組織長がフォロ

ーアップを実施しております。また重要な事項については、取締役会、監査役会にも報告し、取締

役会などにおいても状況の把握及びフォローアップを実施しております。 

 平成17年３月期は、営業力強化、ＳＩ競争力強化に向けた取組、購買業務の適正性、個人情報保

護の取組、不正行為の防止等を重点監査項目としております。 

 さらに健全な経営に向け、社員等からの情報を反映する仕組として「ホイッスル・ライン」等を

設け、通常の業務執行上とは別に情報伝達経路を確保しております。 

 

③リスク管理体制の整備の状況 

 当社は企業価値増大の観点から、あらゆる事業リスクを的確に把握し、積極的に経営戦略の中に

取り込んでいく必要があるとの観点に立ち、リスクの内容に応じて各事業本部等がそれぞれの役割

に応じて主体的・自主的に対応するリスクマネジメント体制を整備しております。リスクマネジメ

ントの実施状況については、各主管部門において継続的に監視・監督を行うとともに、重要な事項

については、取締役会・監査役会・経営会議への報告を行い、取締役会などにおいても、監視・監

督を行っております。さらに、これらのリスクマネジメントが円滑かつ有効に機能するよう必要に

応じて見直し・改善を行う等、全社的な視点からリスクマネジメントを統括・推進する役割を担う

ＣＲＯを設置しております。 

 

 主要なリスクに関する具体的なリスクマネジメント実施状況は以下のとおりであります。  

 

－価格低下圧力・競争激化等に関するリスクマネジメント  

 価格低下圧力・競争激化等に関するリスクについては重点経営方針に基づいて「営業力強化」や

「ＳＩ競争力強化」に向けた各種施策を展開し対応することにしております。例えば、価格低下圧

力・競争激化の傾向を示す先行的指標である受注状況を各事業本部等において日常的に管理し、毎

月全社の受注状況を経営会議で管理することにより、全社的なリスクへの対応を行っております。 

 

－システム障害に関するリスクマネジメント 

 システム障害に関するリスクについては、その予防に関するマネジメントと障害発生後のマネジ

メントに大別されます。このうち予防に関しては、システム構築に関するリスクマネジメントと内

容が重なる点が多いため、システム構築に関するリスクと併せてマネジメントを実施しております。

障害発生後のリスクマネジメントについては、日常から各事業本部等を中心として緊急連絡体制の
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整備、障害発生時の対応手順（コンティンジェンシープラン）の策定等を行い、システム障害発生

時に迅速かつ円滑に対応できるよう万全を期しております。さらに、システム障害の事例について

は、障害原因の分析を通じ、他システムを含めた全社的な再発防止策の検討、実施に努めておりま

す。 

 

－システム構築に関するリスクマネジメント 

 システム構築に関しては、社内規程に基づき、プロジェクト毎に指名されたプロジェクトマネー

ジャの責任のもと、プロジェクト計画の策定、品質管理・進捗管理・コスト管理を行っており、プ

ロジェクト発足前の企画・営業段階からサービス開始、その後の保守・運用に至るまで工程毎に適

切な確認・意思決定を実施する体制をとっております。 

 また計画に対する原価増加・収入減少をリスクと捉え、予め定めたリスクチェック項目に基づき、

工程毎のリスク審査を実施しております。審査の状況は、プロジェクトマネージャ等にフィードバ

ックするとともに、重要なものについては経営会議等への報告を行うことにより、全社的なリスク

低減等の対策実施に活かしております。 

 

－情報セキュリティに関するリスクマネジメント  

 情報セキュリティに関しては、情報セキュリティを確保するための「情報セキュリティポリシー」

等の社内規程を制定し運用するとともに、当社グループ各社の連携を密にした事業展開が不可欠な

中で当社グループ全体としての統一的なセキュリティ方針である「標準セキュリティポリシー」を

策定し運用することにより、個人情報保護法等の法令の遵守に向けて、情報資産を適切に取り扱う

ことに努めてまいります。 

 具体的には個人情報の漏洩・破壊防止やサイバーテロの防御等については、組織的かつ効果的な

セキュリティ施策を推進するための組織を設置し、社員への情報セキュリティ教育、システム構築

時のセキュリティ対策、構築するシステムへの情報セキュリティ対策の組込等を推進しております。 

 さらには情報セキュリティに関する取組状況の監査を行う組織を設置し、社内における情報セキ

ュリティ対策の継続的な改善に努めてまいります。 

 

④コーポレート・ガバナンスの充実に向けた今後の取組 

  今後とも、最新動向の把握や広く社外の方々からもご意見をいただくなどしながら、より効率性、

透明性の高い経営体制を実現することにより、経営の強化を通じた更なる企業価値の向上を目的と

し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けた継続的な取組を行ってまいります。  
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 
(1) 経営成績 

①当中間期の概況 
 当中間期における我が国の経済は、企業収益が大幅に改善し、設備投資が増加するなど、着実な

景気回復を続けており、原油価格の動向が国内外の経済に与える影響等には留意する必要があるも

のの、今後も回復基調は継続するものと見込まれます。 

 このような情勢のもと、「お客様満足度NO.1」のカスタマーバリューを提供できる企業を目指し、

“基礎体力の向上に向けた施策”として、「営業力強化」、「ＳＩ競争力強化」及び「積極的な新商品・

サービスの創造」の３施策と、これらを支える「販売管理費の効率的な活用」及び「人財が育つ環

境づくり」の２施策を進めました。 

 さらに、“成長施策”として事業への先行投資を行うこととし、「法人分野等における営業・開発

パワーの増強」、「先進的ソリューションサービスの開発」、「次世代基幹システム構築基盤の開発・

整備」について取組を進めました。 

 

 主な取組は以下のとおりであります。 

 まず、“基礎体力の向上に向けた施策”については、営業力強化のため、当社営業に対する満足度

向上にむけ、営業責任者が改善アクションを確実に実施して改善に繋げるための仕組を構築し、営

業プロセスの改善に取り組みました。また、ＳＩ競争力強化のため、プロジェクトマネージャーを

支援するポータルサイトの構築などによるプロジェクトマネジメント環境の整備を行いました。さ

らに、原価率の悪化防止、利益確保のためプロジェクトリスク審査等によるリスクマネジメントを

徹底いたしました。積極的な新商品・サービスの創造については、パイプライン管理を導入し、新

規ビジネスモデルのアイディアが当初の目標である90件を達成いたしました。 

提供中のシステムについては引き続き安定したサービスの提供に努めるとともに、新規システム

のサービス開始及び受注に向けて積極的な活動を行いました。 

具体的には、公共分野では、（仮称）稲城市立中央図書館等整備運営事業を受託いたしました。本

件は当社初の代表企業としてのＰＦＩプロジェクトであります。また、電子政府関連については、

電子申請などの中核的なシステムについて、構築・機能拡充を行いました。  

 金融分野においては、㈱東京証券取引所の次期情報系システムにおける情報系システム統合基盤

を構築することが決定いたしました。今回構築する統合基盤とは、現在の情報系システムを構成し

ている６システムを対象に各システムにおける共通機能を基盤として統合する重要なシステムであ

ります。また、同システムでは当社の金融機関向け情報系システム構築ソリューション「ＦＩＮＡ

ＬＵＮＡ」を適用し、効率的な開発を進める予定であります。さらに、信金共同においては営業店

システム並びに基幹系システムの一部に「リナックス」を採用し、大幅なコスト削減を実現すると

ともに共同センター加盟金庫への展開を開始いたしました。 

 そのほか、これまでファシリティビジネス分野で蓄積した電力系特許を活かし、省エネルギー機

器の企画・開発をはじめとする環境・省エネルギービジネスを展開する子会社、㈱エヌ・ティ・テ

ィ・データ・イー・エックス・テクノを設立し、自動電圧調整装置（ＡＶＲ）及び蓄電システムな

どの省エネルギー製品の販売等を進めました。 

 また、当社グループの各ビジネス領域に対応した事業運営体制の強化のための取組の一環として、

決済ソリューション分野、金融ビジネス分野に関する事業運営体制の強化を目的に「決済ソリュー

ション事業本部」及び「リージョナルバンキングシステム事業本部」を設置いたしました。  

 「決済ソリューション事業本部」の設置により、既存の決済関連サービスのより一層の拡大を図

るとともに、金融機関、行政機関、一般企業、クレジット業界などの様々なニーズに対応した新た

な商品・サービスの開拓や社会的インフラの構築などを通じて、ビジネスの拡大を積極的に推進し
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ていきます。 

 「リージョナルバンキングシステム事業本部」の設置については、地方銀行・第二地方銀行向け

金融ビジネス分野において、本年１月にサービスを開始した当社の主力商品である地銀共同センタ

ーを始めとした基幹系システムや先進的な戦略系システム、ならびにビジネス・プロセス・アウト

ソーシングなどの新たな事業を積極展開する体制を整えました。  

 

次に、“成長施策”については、「法人分野等における営業・開発パワーの増強」として、経験者

採用を一層の規模で進めるとともに、お客様の視点でＩＴディレクター、ＣＩＯサポートのサービ

スを強化する㈱エヌ・ティ・ティ・データ・システムデザインを設立いたしました。また、システ

ム開発の更なる強化に向けて、法人分野のシステム開発案件をこれまで培ってきたシステム構築能

力を活かし高品質かつ低コストで提供するため、㈱エヌ・ティ・ティ・データ・クイックを設立い

たしました。「先進的ソリューションサービスの開発」としては、日本郵船㈱と共同で、「電子タグ

属性情報の相互運用技術に関する研究開発／港湾コンテナ管理共同実証実験」を開始いたしました。

本実験は、物流サービス事業者や顧客にとって、より利用しやすい電子タグ技術を開発すること等

を目的としております。当社は、実験環境の構築と技術実験の実施を担当しております。「次世代基

幹システム構築基盤の開発・整備」としては、オープンソースソフトウェアを活用したシステム構

築基盤の開発・サポート体制拡充のための専門組織「オープンソース開発センタ」を設置いたしま

した。 

 

以上の結果、当中間期における業績につきましては、売上高は 3,817 億円（前期比6.8％増）、経

常利益は135 億円（同 30.6％減）、中間純利益は 81 億円（同 107.2％増）となりました。 

 

売上高及び営業利益の状況を事業の種類別セグメントに区分しますと、次のとおりであります。 
 

【システムインテグレーション事業】 

お客様の個別ニーズに合わせて、データ通信システムを開発し、その販売、賃貸、サービスの

提供等を行うシステムインテグレーション事業については、連結対象会社の拡大や一部のシステ

ムにおいて料金の一括払いを受けたこと等により売上高は増加したものの、更なる成長に向けた

施策費の支出、及び大規模な共同利用型システムにおける一時的な原価率の悪化等により、営業

利益は減少しました。 

この結果、売上高は3,048億円（前期比8.6％増）、営業利益は219億円（同19.5％減）となりま

した。 
 

【ネットワークシステムサービス事業】 

市場のニーズに合わせて、インターネットに代表されるコンピュータネットワークを基盤とし

て、種々の情報提供、情報処理等のサービスを提供するネットワークシステムサービス事業につ

いては、クレジットカードやデビットカードのインフラであるＣＡＦＩＳ等が堅調に推移したも

のの、ＩＳＰ事業の縮小等により、売上高及び営業利益ともに減少しました。 

この結果、売上高は281億円（前期比2.6％減）、営業利益は2億円（同51.7％減）となりました。 
 

【その他の事業】 

お客様の経営上の問題点に係る調査及び分析、データ通信システムの在り方に係る企画及び提案、

メンテナンス及びファシリティマネジメント等を行うその他の事業については、保守・運用の受

注が増加したこと等により売上高は増加したものの、更なる成長に向けた施策費の支出等により、

営業利益は減少しました。 

この結果、売上高は851億円（前期比5.4％増）、営業利益は32億円（同17.4％減）となりました。 
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 【事業の種類別セグメントの状況】                          （単位：億円） 

  
区    分 平成15年9月期 

構成比(％) 
平成16年9月期 

構成比(％) 
増減率

（％） 

システムインテグレーション事業  2,806 71.9 3,048 72.9    8.6 

ネットワークシステムサービス事業  289 7.4 281 6.7 △   2.6 

そ の 他 の 事 業 807 20.7 851 20.4   5.4 

売 

上 

高 

消 去 又 は 全 社 △  329 － △  362 － △  10.0 

合    計 3,573 － 3,817 －    6.8 

システムインテグレーション事業  272 86.2 219 86.4 △ 19.5 

ネットワークシステムサービス事業   4 1.3  2 0.8 △  51.7 

そ の 他 の 事 業  39 12.5  32 12.8 △  17.4 

営 

業 

利 

益 

消 去 又 は 全 社 △    77 － △    84 － △   8.6 

合    計 238 － 169 － △  28.8 

 

②通期の見通し 

通期におきましても、中間期に引き続き、「お客様満足度NO.1」のカスタマーバリューを提供でき

る企業を目指し、前述した５つの重点経営方針に取り組んでまいります。さらに、“成長施策”とし

て、「法人分野等における営業・開発パワーの増強」「先進的ソリューションサービスの開発」「次世

代基幹システム構築基盤の開発、整備」へ取り組んでまいります。 

成長施策への先行的な支出に伴い、通期の業績につきましては、営業利益350億円と前期に対して

減少となる予想をしております。また、大型システム更改の端境期であることから、売上高について

も8,300億円と前期に対して減少となる予想をしております。 

事業の種類別セグメントに区分しますと、システムインテグレーション事業については、前期に完

成した大型システムの減影響に加え、成長施策費の支出を予定していることから、売上高は6,730億

円、営業利益は450億円と、ともに前期に対して減少を予想しております。ネットワークシステムサ

ービス事業については、主力であるＡＮＳＥＲ・ＣＡＦＩＳは堅調に推移する見通しであるものの、

回線リセールビジネスにおいて、一部お客様との契約が終了すること等により、売上高は550億円、

営業利益は20億円と、ともに前期に対して減少を予想しております。その他の事業については、売上

高は前期並みの1,770億円の予想としているものの、営業利益については、成長施策費の支出影響に

より、前期に対して減少となる60億円を予想しております。 

なお、通期の設備投資については、大規模システム更改が一段落したため、前期より減少となる

1,130億円を予想しております。 

配当につきましては、平成17年３月期の下期の業績を踏まえて決定いたしますが、1株当たり年間

配当金は2,000円を予定したいと考えております。 

 

区  分 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成 17 年 3 月期 8,300 350 260 160 

平成 16 年 3 月期 8,467 597 496 269 

増 減 率 △ 2.0% △ 41.4% △ 47.6% △ 40.6% 

（単位：億円）
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  （注） 本資料には、将来についての計画や戦略、業績に関する予想及び見通しの記述が含まれ

ております。これらの記述は、当社グループが現時点で把握可能な情報から判断する一定

の前提に基づいた見込みであります。 

また、経済動向、情報サービス産業における激しい競争、市場需要、税制や諸制度等に

かかるリスクや不確実性を際限なく含んでいます。したがって、これら業績見通しのみに

過度に依存されないようお願いいたします。実際の業績は当社グループの見込みと異なる

かもしれないことをご承知おきください。 

 

 
(2) 財政状態 

当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは、一部のシステムにおいて料金の一括払い

を受けたこと等により、前中間期よりも 265 億円収入が増加し、1,012 億円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の減少等により、前中間期よりも 412 億円支出が

減少し、263 億円の支出となりました。 

これにより、当中間期のフリー・キャッシュ・フローは、前中間期に比べて 678 億円増加し、749

億円となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、財務基盤強化の観点から、フリー・キャッシュ・フ

ローの黒字を有利子負債の返済に充当したこと等により、357億円の支出となりました。 

 

区   分 平成 15年 3月期 平成 15年 9月期 平成 16年 3月期 平成 16年 9月期 

株 主 資 本 比 率（％） 39.0 42.4 43.1 46.4 

時価ベースの株主資本比率（％） 81.0 127.2 116.4 81.3 

債 務 償 還 年 数（年） 1.7 - 1.8 - 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 29.3 28.5 33.3 39.5 

  （注）株主資本比率：株主資本／総資産 

     時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

      債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている社債、長期

及び短期借入金、コマーシャル・ペーパーを対象としております。また、利払いについて

は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．中間連結財務諸表等            
 

(1)中間連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

 
当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日現在） 

                期     別 
 
 
 科     目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比 

      
（ 資 産 の 部 ）  

％ 
 
％ 

 
％ 

流 動 資 産 ２７１,２８０ 27.1  ２３５,４２６ 22.8  ２８６,８９６ 26.9  

現 金 及 び 預 金 ９８,０３６  ４７,９３０  ６９,１３５  

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ８１,１８９  ８２,９７０  １５５,６９３  

た な 卸 資 産 ５２,８１４  ７４,６８４  ２１,０６１  

繰 延 税 金 資 産 ９,３１８  １０,９０２  ９,７０８  

そ の 他 ３０,１１１  １９,２２７  ３１,８２１  

貸 倒 引 当 金 △   １８９  △   ２８９  △   ５２２  

固 定 資 産 ７２９,４３３ 72.9  ７９８,８９８ 77.2  ７７８,６１６ 73.1  

有 形 固 定 資 産 ３２２,７１３ (32.3) ３６７,３２２ (35.5) ３４５,３３３ (32.4) 

デ ー タ 通 信 設 備 １４１,９７１  １６７,０３８  １６２,６３１  

建 物 及 び 構 築 物 ８９,０５９  ９２,３４１  ９１,３１５  

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 １２,１７２  １２,５８２  １２,６１６  

工 具 器 具 及 び 備 品 ９,６６４  ９,２１０  ９,５４９  

土 地 ４８,８３５  ４８,５１３  ４８,８３５  

建 設 仮 勘 定 ２１,００９  ３７,６３５  ２０,３８６  

無 形 固 定 資 産 ２９６,４２９ (29.6) ３２４,９７８ (31.4) ３２６,２４９ (30.6) 

ソ フ ト ウ ェ ア ２６４,８３９  ２７９,２１４  ２９９,５２０  

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 ２６,８０１  ４０,８５６  ２１,３８３  

そ の 他 ４,７８９  ４,９０７  ５,３４５  

投 資 そ の 他 の 資 産 １１０,２９０ (11.0) １０６,５９７ (10.3) １０７,０３３ (10.1) 

投 資 有 価 証 券 ２８,２２５  ２６,６８４  ２６,７９８  

繰 延 税 金 資 産 ５１,７９２  ４８,９２３  ４９,１２９  

そ の 他 ３０,９９７  ３１,６４５  ３１,７０５  

貸 倒 引 当 金 △   ７２４  △   ６５５  △   ６００  

繰 延 資 産 ３２ 0.0  ３９ 0.0  ３５ 0.0  

社 債 発 行 差 金 ３２  ３９  ３５  

資 産 合 計 １,０００,７４６ 100.0 １,０３４,３６３ 100.0 １,０６５,５４９ 100.0 

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：百万円） 

 
当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日現在） 

               期     別 
 
 
 科     目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比 

       
（ 負 債 の 部 ）  

％ 
 
％ 

 
％ 

流 動 負 債 １６８,７０６ 16.9 １７５,７００ 17.0 ２１１,８２２ 19.9 

買 掛 金 ５５,５９９  ５０,４６２  ８５,２６２  

短 期 借 入 金 ３,４０７  ６,３２１  ３,３１９  

１年以内に返済予定の長期借入金 １４,７４１  ３２,６０５  １６,８４５  

１年以内に償還予定の社債 ３０,０００  －  ３０,０００  

未 払 法 人 税 等 ７,８９５  ５,５７７  １３,１５７  

そ の 他 ５７,０６３  ８０,７３３  ６３,２３７  

       

固 定 負 債 ３６０,８２２ 36.0 ４１４,７９４ 40.1 ３８８,４９４ 36.4 

社 債 ２２５,０００  ２６５,０００  ２５５,０００  

長 期 借 入 金 １０,９８１  ２５,７２３  １１,８４８  

退 職 給 付 引 当 金 １１９,２５３  １１９,３９６  １１６,５７５  

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 １,１１０  ８３７  １,０４３  

そ の 他 ４,４７６  ３,８３５  ４,０２８  

負 債 合 計 ５２９,５２９ 52.9 ５９０,４９５ 57.1 ６００,３１７ 56.3 

       
（ 少 数 株 主 持 分 ）       

少 数 株 主 持 分 ６,６１０ 0.7 ５,５３８ 0.5 ６,３８５ 0.6 

      
（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 １４２,５２０ 14.2 １４２,５２０ 13.8 １４２,５２０ 13.4 

資 本 剰 余 金 １３９,３００ 13.9 １３９,３００ 13.5 １３９,３００ 13.1 

利 益 剰 余 金 １８２,１２４ 18.2 １５６,６５５ 15.1 １７６,８５８ 16.6 

その他有価証券評価差額金 １,０６９ 0.1 ２１１ 0.0 ６５５ 0.0 

為替換算調整勘定 △   ４０５ △0.0 △   ３５７ △0.0 △   ４８６ △ 0.0 

資 本 合 計 ４６４,６０７ 46.4 ４３８,３３０ 42.4 ４５８,８４６ 43.1 

負債、少数株主持分及び資本合計 １,０００,７４６ 100.0 １,０３４,３６３ 100.0 １,０６５,５４９ 100.0 

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2)中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 
 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

                  期    別 
 
 
 
 科     目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比 

       
  ％  ％  ％ 

売    上    高 ３８１,７９０ 100.0 ３５７,３３５ 100.0 ８４６,７０５ 100.0 

売 上 原 価 ２９０,９７０ 76.2 ２６０,４１６ 72.9 ６３７,９１０ 75.3 

売 上 総 利 益 ９０,８１９ 23.8 ９６,９１８ 27.1 ２０８,７９４ 24.7 

販売費及び一般管理費 ７３,８２４ 19.3 ７３,０３６ 20.4 １４９,０６９ 17.6 

営 業 利 益 １６,９９４ 4.5 ２３,８８２ 6.7 ５９,７２５ 7.1 

       
       

営 業 外 収 益 ３,４８６ 0.9 １,２４４ 0.3 １,９７３ 0.2 

受 取 利 息 ２４  ６  １３  

受 取 配 当 金 １１３  ９５  １００  

そ の 他 ３,３４８  １,１４２  １,８５９  

営 業 外 費 用 ６,９５０ 1.9 ５,６４０ 1.5 １２,０５９ 1.4 

支 払 利 息 ２,４１２  ２,６８９  ５,３２８  

そ の 他 ４,５３８  ２,９５１  ６,７３１  

       
経 常 利 益 １３,５３０ 3.5 １９,４８６ 5.5 ４９,６３８ 5.9 

       
       

特 別 利 益 － － － － ８,４６０ 0.9 

特 別 損 失 － － １２,４７２ 3.5 １３,６５７ 1.6 

       
税金等調整前中間（当期）純利益 １３,５３０ 3.5 ７,０１３ 2.0 ４４,４４０ 5.2 

法人税、住民税及び事業税 ７,４１５ 1.9 ５,７３５ 1.6 １８,６７５ 2.2 

法 人 税 等 調 整 額 △  ２,３５３ △ 0.6 △  ３,００６ △ 0.8 △  ２,２５２ △ 0.3 

少 数 株 主 利 益 ２８６  0.1 ３３５  0.1 １,０６１  0.1 

中 間   （当期）純 利 益      ８,１８１ 2.1 ３,９４９ 1.1 ２６,９５６ 3.2 

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(3)中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 
 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

                  期    別 
 
 
 
 科     目 金     額 金     額 金     額 

    
 （資本剰余金の部）    

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 １３９,３００ １３９,３００ １３９,３００ 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 中 間 
期 末 （ 期 末 ） 残 高 

１３９,３００ １３９,３００ １３９,３００ 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 １７６,８５８ １５４,０７９ １５４,０７９ 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 ８,１８１ ５,４６８ ２８,４７５ 

1 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ８,１８１ ３,９４９ ２６,９５６ 

2 連 結 子 会 社 増 加 に よ る 
利 益 剰 余 金 増 加 額 

－ １,５１９ １,５１９ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 ２,９１５ ２,８９２ ５,６９７ 

1 配 当 金 ２,８０５ ２,８０５ ５,６１０ 

2 役 員 賞 与 ８９ ８７ ８７ 

3 連 結 子 会 社 増 加 に よ る 
利 益 剰 余 金 減 少 額 

２１ － － 

Ⅳ 利 益 剰 余 金 中 間 期 末 
（ 期 末 ） 残 高 

１８２,１２４ １５６,６５５ １７６,８５８ 

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

                       期    別 
 
 
 
 科     目 金     額 金     額 金     額 

    Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純利益 １３,５３０ ７,０１３ ４４,４４０ 

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 費 ３６,３９６ ４０,５２７ ７８,６９４ 

無 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 費 ３４,８７９ ３５,２３８ ７１,４１２ 

有 形 固 定 資 産 除 却 損 １,２４５ ２,２５５ １５,７３２ 

無 形 固 定 資 産 除 却 損 １８,２５５ ９１８ ３,２９３ 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ２,３１３ ４,０４４ １,１２４ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
 

－ － △  ８,０２１ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ５２５ １,１７１ ２,０２９ 

支 払 利 息 ２,４１２ ２,６８９ ５,３２８ 

売上債権の減少額又は増加額（△） ７４,８５９ ４２,５７１ △ ２９,６４７ 

たな卸資産の減少額又は増加額（△） △ ３１,７５２ △ ３４,１１４ １９,５９３ 

仕入債務の増加額又は減少額（△） △ ３４,２９３ △ １８,６０９ １３,８７７ 

未払消費税等の増加額又は減少額（△） △   ６,４５９ △   １,２１５ ３,２４１ 

そ の 他 ５,３０３ １２,０７０  △ １４,５６９ 

小   計 １１７,２１６ ９４,５６１ ２０６,５３１ 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １３７ １０１ １１４ 

利 息 の 支 払 額 △   ２,５６３ △   ２,６２２ △  ５,３７３ 

法 人 税 等 の 支 払 額 △ １３,５０２ △ １７,２８５ △ ２２,３４５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １０１,２８８ ７４,７５５ １７８,９２６ 
    Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有 形 固 定資産の取得による支 出 △ ２７,３８７ △ ５５,０６６ △ ９０,５４１ 

無 形 固定資産の取得による支 出 △ ２２,１００ △ ２６,９８７ △ ６５,８６０ 

固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２３,９７６ １１,８９６ １１,９５５ 

投 資 有価証券の取得に よ る 支 出 △   １,９１１ 
 

△   １,６１６ 
 
△  ２,６９７ 

投 資 有価証券の売却による収 入 － － ８,５４５ 

連 結 子 会 社 の 取 得 に よ る 支 出 － △    ４６４ △  １,２５６ 

連 結 子 会 社 の 取 得 に よ る 収 入 －   ２,７３３ ２,７３３ 

そ の 他 １,０８５ １,８９１ ２,２３９ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２６,３３７ △ ６７,６１４ △１３４,８８２ 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － － １９,９２７ 

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ ３０,０００ － － 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △   ２,９７０ △    ９４５ △ ３０,５８０ 

コマーシャル・ペーパーの純増減額 － 
 

△ ４５,０００ 
 
△ ４５,０００ 

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額     ８５ 
× 

△    ４６５ 
× 

△  ３,５２０ 

配 当 金 の 支 払 額   △  ２,８０６   △  ２,７９９ △  ５,６０２ 
 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額   △     ７６   △     １９ △     １９ 

少 数 株 主 に よ る 株 式 払 込 収 入 － １０ １０ 

少 数 株 主 か ら の 株 式 買 取 支 出   －   △  １,５１０ △  １,５１０ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △  ３５,７６８ △  ５０,７２９ △ ６６,２９５ 
    Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     ８５ △    ２３２ △    ３５９ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） ３９,２６７ △ ４３,８２１ △ ２２,６０９ 

Ⅵ 現 金 及び現金同等物の期首残 高 ６９,１３５ ９０,１２３ ９０,１２３ 
Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 ６３３ １,６２１ １,６２１ 
Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 １０９,０３６ ４７,９２３ ６９,１３５ 

    （参考） 
Ⅰ＋Ⅱ （フリー・キャッシュ・フロー） 

  
 ７４,９５０ 

  
 ７,１４０ 

 
４４,０４４ 
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・中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 
子会社のうち、43 社を連結しております。連結子会社名は、添付資料の「１．企業集団の状況 関係会社の状況」に
記載のとおりであります。 
なお、重要性が増加したことに伴い、当中間連結会計期間より新規に 1 社を連結子会社に含めております。 
新規の連結子会社は、次のとおりであります。 
 
ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ｿﾌｨｱ㈱ 

 
非連結子会社（ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ｾｷｭﾘﾃｨ㈱等）については、その総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも中間連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性の乏しい会社であります。 
 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 
非連結子会社及び関連会社のうち、以下の２社に持分法を適用しております。 
 
ｼﾞｬﾊﾟﾝﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ㈱ ㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾒﾃﾞｨｱｸﾛｽ   
   
持分法を適用しない非連結子会社（ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ･ｾｷｭﾘﾃｨ㈱等）及び関連会社（㈱ﾊﾚｯｸｽ等）については、いずれも中
間連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重要性が乏しい会社であ
ります。 
 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 
連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は次のとおりであり、いずれも６月 30日を中間決算日として
おります。 
 
恩梯梯数据（中国）有限公司 北京恩梯梯数据系統集成有限公司  

 
なお、中間連結財務諸表の作成にあたっては、各連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決
算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
 
４．会計処理基準に関する事項 
 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
 
① 有価証券 
 
満期保有目的の債券については、償却原価法によっております。 

 
その他有価証券については、次のとおりです。 

     
イ 時価のあるもの 

 
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）によっております。 

 
ロ 時価のないもの 

 
移動平均法による原価法によっております。 

 
② たな卸資産 
 
仕掛品については、個別法による原価法によっております。 
 
貯蔵品については、主として先入先出法による原価法によっております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 
① 有形固定資産 
 
定率法（ただし、平成10 年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を採用して
おります。 

 
② 無形固定資産 
 
無形固定資産（ソフトウェアを除く）については、定額法を採用しております。 
なお、ソフトウェアの減価償却の方法は次のとおりです。 

 
イ 市場販売目的のソフトウェア 

 
市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額
と販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。 

 
ロ 自社利用のソフトウェア 

 
自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 
ただし、サービス提供目的のソフトウェアで、特定顧客との契約に基づく、データ通信サービス用ソフトウ
ェアについては、当該契約に基づく料金支払期間にわたって均等償却しております。 

 
 
(3) 重要な引当金の計上基準 
 
① 貸倒引当金 
    
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を計上し、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
② 退職給付引当金 
    
従業員の退職給付に備えるため、中間連結財務諸表提出会社においては、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。また、連結子会社においては一部を除いて簡便法を適用しております。 
なお、中間連結財務諸表提出会社における会計基準変更時差異(差益 5,975 百万円)については、15年定額償却（退
職給付費用から控除）を行っております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理する
こととしております。 

 
（追加情報） 
連結財務諸表提出会社において、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15
年９月１日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 
当中間連結会計期間末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は13,640百万円であり、当該返
還相当額（最低責任準備金）の支払が当中間連結会計期間末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実務
指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第44－２項を適用した場合に生じる損益の
見込額は11,604百万円であります。 

 
③ 役員退職慰労金引当金 
  
中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間
期末要支給額相当額を計上しております。 

 
 
 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
 
    外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて
おります。 
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(5) 重要なリース取引の処理方法 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 
(6) 重要なヘッジ会計の方法 
 
① ヘッジ会計の方法 
    
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。また、金
利スワップ取引のうち、金利スワップの特例処理の対象となる取引については、当該特例処理を採用しております。 

 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 
 
イ ヘッジ手段 

  
為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引及び金利オプション取引（また
はこれらの組み合わせによる取引）を行うこととしております。 

 
ロ ヘッジ対象 

  
為替・金利等の市場価格の変動により時価または将来キャッシュ・フローが変動するリスクのある資産また
は負債としております。 

 
③ ヘッジ方針 
  
為替リスクのある資産及び負債については、為替予約、通貨スワップ等により、為替リスクをヘッジすることを
基本としております。 
金利リスクのある資産及び負債については、金利スワップ等により、金利リスクをヘッジすることを基本として
おります。 

 
④ ヘッジ有効性評価の方法 
  
ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎四半期毎（３・６・９・12 月末）に、個別取引毎のヘッジ効果を検証し
ておりますが、ヘッジ対象の資産または負債とデリバティブ取引について、元本・利率・期間等の条件が同一の場
合は、ヘッジ効果が極めて高いことから本検証を省略しております。 

 
 
(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
 
① 消費税等の会計処理 
 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 
② 税額計算における諸準備金等の取扱い 
 
中間連結決算における税額計算において、プログラム等準備金、特定情報機器特別償却準備金及び開発研究用設
備特別償却準備金を利益処分により計上又は取り崩したものとみなしております。 

 
 
５．中間連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 
 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなります。 
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・中間連結貸借対照表注 記 
 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月 30日現在） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月 30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月 31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額 
494,194 百万円 625,704 百万円                 468,534 百万円 

   
２．保証債務 

4,834 百万円 
２．保証債務 
          4,262 百万円 

２．保証債務 
          4,516 百万円 

   
３．社債の債務履行引受契約に係る 
偶発債務 

50,000百万円 
 

３．社債の債務履行引受契約に係る 
偶発債務 
         20,000 百万円 

３．社債の債務履行引受契約に係る 
偶発債務 

                  20,000 百万円 

 
 
 
・中間連結損益計算書注 記 
 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

  
 

 特別損失は、「ミドルマーケットＳ
Ｉビジネスおよび保守・運用ビジネス
推進体制を強化」への取り組み等によ
る構造改革関連費用であり、その主な
内訳は、固定的な出向を希望する社員
への一時金及び事務室移転費並びに
資産処分費等であります。 
 

同左 

 
 
 
・中間連結キャッシュ・フロー計算書注記  
 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 

   
現金及び預金勘定    98,036 百万円 現金及び預金勘定   47,930 百万円 現金及び預金勘定   69,135 百万円 
預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金      －百万円 

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金  △    7 百万円 

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金       －百万円 

取得日から３ヵ月 
以内に満期日又は 
償還日の到来する 
短期投資（流動資 
産その他）       11,000 百万円 

現金及び現金同等物  47,923 百万円 現金及び現金同等物  69,135 百万円 

現金及び現金同等物  109,036 百万円 
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５．セグメント情報 
 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
 
    当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
 （単位：百万円） 

区    分 ｼｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ       
ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業       

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ       
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ事業       

その他の事業 計 消去又は 
全 社     

連 結 

売上高       
(１) 外部顧客に対する 
売上高 

286,517 27,044 68,228 381,790 － 381,790 

(２) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部         
売上高又は振替高 

 18,295  1,104 16,879 36,279 (36,279) － 

計 304,812 28,148 85,108 418,069 (36,279) 381,790 

営業費用 282,867 27,944 81,850 392,661 (27,866) 364,795 

営業利益 21,945 204 3,258 25,408 ( 8,413) 16,994 

 
 
    前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 
 （単位：百万円） 

区    分 ｼｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ       
ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業       

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ       
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ事業       その他の事業 計 消去又は 

全 社     連 結 

売上高       

(１) 外部顧客に対する 
売上高 266,341 27,731 63,261 357,335 － 357,335 

(２) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部         
売上高又は振替高  14,285  1,182 17,500 32,968 (32,968) － 

計 280,626 28,913 80,762 390,303 (32,968) 357,335 

営業費用 253,366 28,491 76,818 358,675 (25,223) 333,452 

営業利益 27,260 422 3,944 31,627 ( 7,745) 23,882 

 
 
    前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
 （単位：百万円） 

区    分 ｼｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ       
ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業       

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ       
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ事業       その他の事業 計 消去又は 

全 社     連 結 

売上高       
(１) 外部顧客に対する 
売上高 

652,116 55,318 139,270 846,705 － 846,705 

(２) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部         
売上高又は振替高 

33,338 2,474 38,450 74,263 (74,263) － 

計 685,454 57,793 177,721 920,968 (74,263) 846,705 

営業費用 621,993 54,907 168,853 845,753 (58,773) 786,980 

営業利益 63,461 2,886 8,867 75,214 (15,489) 59,725 

 
 
（注）１．事業区分の方法 
     サービスの種類・性質及び販売市場の類似性等を考慮して区分しております。 
 
 ２．各区分に属する主な内容 

事 業 区 分         主 な 内 容                   

ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ事業             
お客様の個別ニーズに合わせて、データ通信システムを開発し、その販売、賃貸、サ
ービスの提供等を行う事業であります。 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業             
市場のニーズに合わせて、インターネットに代表されるコンピュータネットワークを
基盤として、種々の情報提供、情報処理等のサービスを提供する事業であります。 

そ の 他 の 事 業             
お客様の経営上の問題点に係る調査及び分析、データ通信システムの在り方に係る企
画及び提案、メンテナンス及びファシリティマネジメント等を行う事業であります。 
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 ３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は次のとおりであります。 
  （単位：百万円） 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 主 な 内 容          
消去又は全社項目
に含めた配賦不能
営業費用の金額 

 
8,637 

 
7,647 

 
15,643 

中間連結財務諸表提出会社に
おける総務部門等の管理部門
に係る費用であります。 

 
 
 
２．所在地別セグメント情報 
 
    当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
     全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し 
ております。 
 
    前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 
     全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し 
ております。 
 
    前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
     全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90%を超えてい
るため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 
 
３．海外売上高 
 
    当中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 
     海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
    前中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 
     海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
    前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
     海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
 
 
 

６．リース取引 
 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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７．有 価 証 券        
 
 
当中間連結会計期間 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年９月30日現在） 

（単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 差        額 

株 式 2,075 4,221 2,146 
 
 
２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成16年９月30日現在） 

（単位：百万円） 

種 類 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

 
(1) 子会社株式及び関連会社株式 
(2) その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
9,176 
 

14,827 
 

合 計 24,003 

 
 
前中間連結会計期間 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成15年９月30日現在） 

 （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 差        額 

株 式 1,843 2,550 707 
 
 
２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成15年９月30日現在） 

（単位：百万円） 

種 類 
中間連結貸借対照表 
計   上   額 

 
(1) 子会社株式及び関連会社株式 
(2) その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
8,050 
 

16,083 
 

合 計 24,133 
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前連結会計年度 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年３月31日現在） 

 （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 対 照 表          
計 上 額          

差        額 

株 式 2,056 3,627 1,571 

 
 
２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成16年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

種 類 
連 結 貸 借 対 照 表          
計 上 額          

 
(1) 子会社株式及び関連会社株式 
(2) その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
8,109 
 

15,062 
 

合 計 23,171 

 
 
 
 
 

８．デリバティブ取引 
 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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９．生産、受注及び販売の状況 
 
 
１．生産実績 

（単位：百万円） 

            期  別 
 
区  分 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

システムインテグレーション事業 108,003 127,595 292,738 

ネットワークシステムサービス事業 2,516 2,109 4,077 

そ の 他 の 事 業 9,053 5,064 14,109 

合       計 119,573 134,770 310,925 

（注） １．お客様に提供するデータ通信システムの開発実績額を記載しております。 
２．金額には消費税等を含んでおりません。 

 
 
２．受注状況 

 （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

            期  別 
 
 
区  分 受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注残高 

システムインテグレーション事業 248,979 1,398,993 352,120 1,584,424 1,436,531 

ネットワークシステムサービス事業 － － － － － 

そ の 他 の 事 業 96,770 58,336 93,347 64,384 29,794 

合       計 345,750 1,457,329 445,467 1,648,808 1,466,325 

（注） １．ＡＮＳＥＲ、ＣＡＦＩＳなど利用量に見合う料金をいただくサービスについては、受注高に含めており
ません。 

 ２．金額には消費税等を含んでおりません。 
 ３．前期以前に受注した案件で契約内容変更等による減額16,077百万円については、前連結会計年度末受注

残高において修正しております。 
 
 
３．販売実績 

    （単位：百万円） 

            期  別 
 
区  分 

当中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

システムインテグレーション事業 286,517 266,341 652,116 

ネットワークシステムサービス事業 27,044 27,731 55,318 

そ の 他 の 事 業 68,228 63,261 139,270 

合       計 381,790 357,335 846,705 

（注）金額には消費税等を含んでおりません。 
 



 

 

平成１７年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成16 年 11 月 2 日 

 
上 場 会 社 名         株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 上場取引所  東 
コ ー ド 番 号         9613 本社所在都道府県 
(ＵＲＬ http://www.nttdata.co.jp/) 東京都 
代  表  者 役職名  代表取締役社長  
        氏 名  浜口 友一 
問合せ先責任者 役職名 総務部株式担当 部長 
        氏 名 加藤 雅之 ＴＥＬ (03) 5546 - 9962 
中間決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 2 日 中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日 平成 16 年 12 月 10 日  単元株制度採用の有無 無 
 
1.16 年 9 月中間期の業績（平成 16 年 4 月１日～平成 16 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
16 年 9月中間期 
15 年 9月中間期 
 

百万円 

329,584 
318,088 

％ 
3.6 
△ 11.3 

百万円 

15,356 
22,171 

％ 
△ 30.7 
△ 16.2 

百万円 

12,348 
18,189 

％ 
△ 32.1 
△ 17.4 

16 年 3月期 750,703  51,177  40,361  
 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 
16 年 9月中間期 
15 年 9月中間期 
 

百万円 

8,634 
4,584 

％ 
88.4 
△ 63.5 

円   銭 

3,078  35 
1,634  37 

16 年 3月期 23,219  8,246  28 
（注）①期中平均株式数 16年9月中間期 2,805,000 株 15年9月中間期 2,805,000 株 16年3月期 2,805,000 株 
 ②会計処理の方法の変更 無 
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
16 年 9月中間期 
15 年 9月中間期 
 

円   銭 

1,000  00 
1,000  00 

円   銭 

― 
― 

16 年 3月期 ― 2,000  00 

 

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
16 年 9月中間期 
15 年 9月中間期 
 

百万円 

969,297 
999,293 

百万円 

452,176 
429,784 

％ 
46.6 
43.0 

円   銭 

161,203  75 
153,220  80 

16 年 3月期 1,034,363 445,984 43.1 158,964  55 
（注）①期末発行済株式数 16年9月中間期 2,805,000 株 15年9月中間期 2,805,000 株 16年3月期 2,805,000 株 
②期末自己株式数 16年9月中間期     － 株 15年9月中間期     － 株 16年3月期     － 株 

 
2.17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月１日～平成 17 年 3 月 31 日）  

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末      
 

通  期 
百万円 

722,000 

百万円 

20,000 

百万円 

14,000 
円   銭 

1,000  00 

円   銭 

2,000  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 4,991円 09銭 

上記の予想は、当社が現時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいた見込みであり、実際の業績は今 
後様々な要因によって当社の見込みと異なるかもしれないことをご承知おきください。業績予想等に関連する事項 
については、連結添付資料の13～14ページをご覧ください。 
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１．個別中間財務諸表等            
 

(1)中間貸借対照表 
（単位：百万円） 

 
当 中 間 期 末 

（平成16年９月30日現在） 

前年中間期末 
（平成15年９月30日現在） 

前 期 末 
（平成16年３月31日現在） 

                期     別 
 
 
 科     目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比 

      
（ 資 産 の 部 ）  

％ 
 
％ 

 
％ 

流 動 資 産 ２３６,６５９ 24.4  ２００,１５７ 20.0  ２５４,５６８ 24.6  

現 金 及 び 預 金 ８９,８３３  ３９,１７３  ６４,０５１  

受 取 手 形 １３５  ２  １１７  

売 掛 金 ６５,４７８  ７０,７０８  １３６,０７０  

仕 掛 品 ３６,９７７  ５８,５７７  １３,３１４  

貯 蔵 品 ６５５  １,０３０  ９０５  

繰 延 税 金 資 産 ５,９９３  ７,５１６  ６,４９１  

そ の 他 ３７,７４３  ２３,３４９  ３４,０４４  

貸 倒 引 当 金 △   １５８  △   ２０１  △   ４２８  

固 定 資 産 ７３２,６０５ 75.6  ７９９,０９６ 80.0  ７７９,７５８ 75.4  

有 形 固 定 資 産 ３２０,６７１ (33.1) ３６４,６６０ (36.5) ３４２,５８４ (33.1) 

デ ー タ 通 信 設 備 １４２,４６７  １６７,３８１  １６３,０７６  

建 物 ８４,６３５  ８７,７８８  ８６,７９６  

土 地 ４８,８３３  ４８,５１２  ４８,８３３  

建 設 仮 勘 定 ２１,８３２  ３８,１９９  ２０,５６４  

そ の 他 ２２,９０２  ２２,７７９  ２３,３１３  

無 形 固 定 資 産 ２９３,６４９ (30.3) ３１８,７５６ (31.9) ３２１,８１８ (31.1) 

ソ フ ト ウ ェ ア ２６３,７２１  ２７５,１４７  ２９６,９８５  

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 ２７,５６１  ４１,１９０  ２２,４５４  

そ の 他 ２,３６６  ２,４１９  ２,３７８  

投 資 そ の 他 の 資 産 １１８,２８３ (12.2) １１５,６７９ (11.6) １１５,３５５ (11.2) 

敷 金 及 び 保 証 金 ２０,６０３  ２２,６９５  ２２,６２４  

繰 延 税 金 資 産 ４４,９９２  ４２,７２５  ４２,９６８  

そ の 他 ５３,３１４  ５０,８１８  ５０,２６４  

貸 倒 引 当 金 △   ６２６  △   ５６０  △   ５０２  

繰 延 資 産 ３２ 0.0  ３９ 0.0  ３５ 0.0  

社 債 発 行 差 金 ３２  ３９  ３５  

資 産 合 計 ９６９,２９７ 100.0 ９９９,２９３ 100.0 １,０３４,３６３ 100.0 

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：百万円） 
 

当 中 間 期 末 
（平成16年９月30日現在） 

前年中間期末 
（平成15年９月30日現在） 

前 期 末 
（平成16年３月31日現在） 

               期     別 
 
 
 科     目 金       額 構成比 金       額 構成比 金       額 構成比 

       
（ 負 債 の 部 ）  

％ 
 
％ 

 
％ 

流 動 負 債 １６６,８４１ 17.2 １６５,５５８ 16.6 ２１０,０２２ 20.3 

買 掛 金 ５０,５１９  ５１,７９４  ７７,００８  

短 期 借 入 金 ３,０００  ６,０００  ３,０００  

１年以内に返済予定の長期借入金 １３,０５１  ３０,９３５  １５,１６５  

１年以内に償還予定の社債 ３０,０００  －  ３０,０００  

未 払 法 人 税 等 ５,８７１  ３,２００  ９,７９７  

そ の 他 ６４,４００  ７３,６２８  ７５,０５０  

       

固 定 負 債 ３５０,２７９ 36.2 ４０３,９５０ 40.4 ３７８,３５６ 36.6 

社 債 ２２５,０００  ２６５,０００  ２５５,０００  

長 期 借 入 金 １０,１２８  ２３,１７９  １０,１４７  

退 職 給 付 引 当 金 １１２,８９４  １１３,６８３  １１１,０３９  

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 ６１０  ４８０  ５７４  

そ の 他 １,６４５  １,６０６  １,５９４  

負 債 合 計 ５１７,１２１ 53.4 ５６９,５０９ 57.0 ５８８,３７８ 56.9 

      
（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 １４２,５２０ 14.7 １４２,５２０ 14.3 １４２,５２０ 13.8 

資 本 剰 余 金 １３９,３００ 14.4 １３９,３００ 13.9 １３９,３００ 13.5 

資 本 準 備 金 １３９,３００  １３９,３００  １３９,３００  

利 益 剰 余 金 １６９,３１７ 17.4 １４７,７４６ 14.8 １６３,５７６ 15.8 

利 益 準 備 金 ２,２８７  ２,２８７  ２,２８７  

任 意 積 立 金 １５２,３１９  １３５,０３８  １３５,０３８  

プログラム等準備金 ４,０９０  ５,８０２  ５,８０２  

別 途 積 立 金 １４８,０００  １２９,０００  １２９,０００  

特定情報機器特別償却準備金 １８４  ２３６  ２３６  

開発研究用設備特別償却準備金 ４４  －  －  

中間（当期）未処分利益 １４,７０９  １０,４１９  ２６,２４９  

その他有価証券評価差額金 １,０３９ 0.1 ２１８ 0.0 ５８８ 0.0 

資 本 合 計 ４５２,１７６ 46.6 ４２９,７８４ 43.0 ４４５,９８４ 43.1 

負 債 ・ 資 本 合 計 ９６９,２９７ 100.0 ９９９,２９３ 100.0 １,０３４,３６３ 100.0 

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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(2)中間損益計算書 

（単位：百万円） 
 

当 中 間 期 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前 年 中 間 期 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

                  期    別 
 
 
 
 科     目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比 

       
  ％  ％  ％ 

売 上 高 ３２９,５８４ 100.0 ３１８,０８８ 100.0 ７５０,７０３ 100.0 

売 上 原 価 ２５４,００３ 77.1 ２３４,３３５ 73.7 ５７４,３４７ 76.5 

売 上 総 利 益 ７５,５８０ 22.9 ８３,７５３ 26.3 １７６,３５５ 23.5 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６０,２２４ 18.2 ６１,５８１ 19.3 １２５,１７８ 16.7 

営 業 利 益 １５,３５６ 4.7 ２２,１７１ 7.0 ５１,１７７ 6.8 

       

営 業 外 収 益 ３,４９６ 1.0 １,１２７ 0.3 １,６８３ 0.2 

受 取 利 息 ２１  ６  ２２  

そ の 他 ３,４７４  １,１２０  １,６６１  

営 業 外 費 用 ６,５０３ 2.0 ５,１０９ 1.6 １２,５００ 1.6 

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 ２,３９６  ２,６６０  ５,２７５  

そ の 他 ４,１０７  ２,４４８  ７,２２５  

   ,    
経 常 利 益 １２,３４８ 3.7 １８,１８９ 5.7 ４０,３６１ 5.4 

       

特 別 利 益 － － － － ８,０２１ 1.1 

特 別 損 失 － － １１,８５０ 3.7 １２,９７９ 1.8 

       
税引前中間（当期）純利益             １２,３４８ 3.7 ６,３３８ 2.0 ３５,４０３ 4.7 

法人税、住民税及び事業税 ５,５２６ 1.7 ３,３２０ 1.0 １３,２３５ 1.8 

法 人 税 等 調 整 額 △ １,８１２ △ 0.6 △ １,５６５ △ 0.4 △ １,０５１ △ 0.2 

中 間   （当期）純 利 益      ８,６３４ 2.6 ４,５８４ 1.4 ２３,２１９ 3.1 

前 期 繰 越 利 益 ６,０７４  ５,８３５  ５,８３５  

中 間 配 当 額 －  －  ２,８０５  

中間（当期）未処分利益 １４,７０９  １０,４１９  ２６,２４９  

 
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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・中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 
１ 資産の評価基準及び評価方法 
 
 (1) 有価証券 
 
満期保有目的の債券については、償却原価法によっております。 
 
子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法による原価法によっております。 
 
その他有価証券については、次のとおりです。 
 
① 時価のあるもの 
 
中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）によっております。 
 
② 時価のないもの 
 
移動平均法による原価法によっております。 

 
 (2) たな卸資産 
  
仕掛品については、個別法による原価法によっております。 
 
貯蔵品については、先入先出法による原価法によっております。 

 
  
２ 固定資産の減価償却の方法 
 
 (1) 有形固定資産 
 
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を採用
しております。 
 
(2) 無形固定資産 
 
無形固定資産（ソフトウェアを除く）については、定額法を採用しております。 
なお、ソフトウェアの減価償却の方法は次のとおりです。 
 
① 市場販売目的のソフトウェア 
 
市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償
却額と販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によってお
ります。 
 
② 自社利用のソフトウェア 
 
自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 
ただし、サービス提供目的のソフトウェアで、特定顧客との契約に基づく、データ通信サービス用ソフ
トウェアについては、当該契約に基づく料金支払期間にわたって均等償却しております。 
 
 

３ 引当金の計上基準 
 
 (1) 貸倒引当金 
 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を計上し、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
 (2) 退職給付引当金 
 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末
において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(差益 5,975百万円)については、15年定額償却（退職給付費用から控除）を行っ
ております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理することとし
ております。 
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（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年９月１日に厚生労
働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 
当中間期末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は13,640百万円であり、当該返還相当
額（最低責任準備金）の支払が当中間期末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実務指針（中間報
告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第44－２項を適用した場合に生じる損益の見込額は
11,604百万円であります。 

 
 (3) 役員退職慰労金引当金 
 
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額相当額を計上しております。 

 
 
４ リース取引の処理方法 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
 
５ ヘッジ会計の方法 
 
 (1) ヘッジ会計の方法 
 
繰延ヘッジ処理を採用しております。 
ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。ま
た、金利スワップ取引のうち、金利スワップの特例処理の対象となる取引については、当該特例処理を採用
しております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 
① ヘッジ手段 

 
為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引及び金利オプション取引（ま
たはこれらの組み合わせによる取引）を行うこととしております。 

 
② ヘッジ対象 

 
為替・金利等の市場価格の変動により時価または将来キャッシュ・フローが変動するリスクのある資産
または負債としております。 

 
(3) ヘッジ方針 
 
為替リスクのある資産及び負債については、為替予約、通貨スワップ等により、為替リスクをヘッジする
ことを基本としております。 
金利リスクのある資産及び負債については、金利スワップ等により、金利リスクをヘッジすることを基本
としております。 

 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 
ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎四半期毎（３・６・９・12月末）に、個別取引毎のヘッジ効果を
検証しておりますが、ヘッジ対象の資産または負債とデリバティブ取引について、元本・利率・期間等の条
件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから本検証を省略しております。 

 
 
６ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
(1) 消費税等の会計処理 
 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しており、仮払消費税等と預り消費税等を相殺し、流
動負債その他に含めて表示しております。 
 
(2) 税額計算における諸準備金等の取扱い  
 
中間決算における税額計算において、プログラム等準備金、特定情報機器特別償却準備金及び開発研究用
設備特別償却準備金を利益処分により計上又は取り崩したものとみなしております。  
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・ 中 間 貸 借 対 照 表 注 記  
 

当中間期末 前年中間期末 前 期 末 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
488,754百万円 

 
２．保証債務 

7,865百万円 
 

３．社債の債務履行引受契約に係る
偶発債務 

50,000百万円 
  

１．有形固定資産の減価償却累計額 
620,332百万円 

 
２．保証債務 

4,940百万円 
 

３．社債の債務履行引受契約に係る
偶発債務 

20,000百万円 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
463,169百万円 

 
２．保証債務 

7,560百万円 
 

３．社債の債務履行引受契約に係る
偶発債務 

20,000百万円 
 

 
 
・ 中 間 損 益 計 算 書 注 記  
 

当中間期 前年中間期 前  期 

           特別損失は、「ミドルマーケット
ＳＩビジネスおよび保守・運用ビジ
ネス推進体制を強化」への取り組み
等による構造改革関連費用であり、
その主な内訳は、固定的な出向を希
望する社員への一時金及び事務室移
転費並びに資産処分費等でありま
す。 
 

同左 

 

 
 
 

２．リース取引 
 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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１．売上高の内訳 
 
・事業の種類別      （単位：百万円） 

 
区       分 

当 中 間 期        
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前 年 中 間 期        
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 期        
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業 ( 73.8%) 243,404 ( 74.4%) 236,453 ( 76.8%) 576,537 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業 (  8.0%) 26,284 (  8.5%) 27,106 (  7.2%) 54,272 

そ の 他 の 事 業 ( 18.2%) 59,895 ( 17.1%) 54,529 ( 16.0%) 119,893 

合       計  329,584  318,088  750,703 

（注）表中の（ ）は合計に対する構成比であります。 
 
・営業種類別              （単位：百万円） 

区       分 
当 中 間 期        
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前 年 中 間 期        
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 期        
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

デ ー タ 通 信 サ ー ビ ス ( 60.3%) 198,680 ( 60.9%) 193,745 ( 52.0%) 390,273 

システム開発サービス ( 16.4%) 54,044 ( 19.1%) 60,744 ( 29.6%) 221,988 

そ の 他 の サ ー ビ ス ( 23.3%) 76,859 ( 20.0%) 63,599 ( 18.4%) 138,441 

合       計  329,584  318,088  750,703 

（注）表中の（ ）は合計に対する構成比であります。 
 
２．受注高及び受注残高の内訳 
 
・事業の種類別 （単位：百万円） 

当 中 間 期       
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前年中間期       
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 期      
 

（平成16年３月31日）区       分 

受 注 高     受注残高 受 注 高     受注残高 受注残高 

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｲ ﾝ ﾃ ｸ ﾞ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ事業 200,219 1,377,757 315,807 1,567,004 1,420,942 

ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ事業 － － － － － 

そ の 他 の 事 業 85,485 54,564 84,068 63,216 28,973 

合      計 285,705 1,432,321 399,875 1,630,220 1,449,915 

（注）１. ＡＮＳＥＲ、ＣＡＦＩＳなど利用量に見合う料金をいただくサービスについては、受注高に含めておりません。 
 ２. 金額には消費税等を含んでおりません。 
 ３．前期以前に受注した案件の契約内容変更等による増減額15,461百万円については、前期末受注残高において修
正しております。 

 
・営業種類別 （単位：百万円） 

当 中 間 期       
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

前年中間期       
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前 期      
 

（平成16年３月31日）区       分 

受 注 高     受注残高 受 注 高     受注残高 受注残高 

デ ー タ 通 信 サ ー ビ ス 72,362 1,105,054 200,045 1,344,926 1,213,395 

システム開発サービス 117,755 178,681 115,330 216,694 114,969 

そ の 他 の サ ー ビ ス 95,586 148,585 84,500 68,599 121,550 

合      計 285,705 1,432,321 399,875 1,630,220 1,449,915 

 

補足資料（単独） 


